
愛知県

「地域まるっと中間管理方式」により地域の水田を一般社団法人に集積

① 営農組合長が中心となって、法人化の方向性を取りまとめ、あいち農業経営相談所の支援（専門

家派遣）も受けつつ、一般社団法人（非営利型法人）の設立に至った。

② 当面、自作を希望する農業者については、法人と特定農作業受委託契約を結び、営農が続けられ

るようにした。法人が地域集積協力金の受け皿となり、協力金（非課税）を機械購入費に充当し、

中山間地域等直接支払なども活用しながら、法人に集積した農地の維持管理につなげている。

③ 地域特産で食味の優れた米（品種：ミネアサヒ）を、農薬・化学肥料を減らした特別栽培米とし

て生産し、クラウドファンディングも活用して消費者と長期間の直接取引契約（CSAプロジェク

ト）で販売している。

✓ 都市農村交流にも取り組

んだ結果、Īターン者が

増え、法人の農作業も

担っている

✓ 法人のオペレーターの活

動により、集落外の農地

14haの機械作業も受託

している

農地バンク
活用面積

借入面積 7.6ha

転貸面積 7.6ha

新規集積面積 7.6ha

地区内農地面積 17.3ha

取組の内容

取組の成果

【山間農地を守る法人の農作業】

市北部の山間地域で、集落の農地を守るため営農組合（任意組織）を立ち上げたが、機械導入による作業受

託中心の営農に限界が見え、将来の行き詰まりが懸念されていた。

地区の概要

：一般社団法人に集積された農地

中山間 地域協議 集約化

豊田市

写真

図面・空中写真

バンク活用後バンク活用前

平成30年 令和元年

集積面積・集積率 1.1ha(6.4%) 7.6ha(43.9%)

平均経営面積 0.6ha/経営体 7.6ha/経営体

平均団地面積 0.3ha/団地 0.8ha/団地

令和

元年度⑤愛知県豊田市押井地区

「取組のポイント」

✓ 一般社団法人を設立し、農地バンクを活用して集落の全水田を法人に集積

✓ 法人の取組を軸に、山村集落を消滅の危機から救うモデルとなりうる活動を展開

と よ た し お し い



遊休農地を集約して7.3haのキウイフルーツ団地が誕生

① 県から町への依頼を受け、キウイフルーツの栽培適地として本地区を候補選定したとこ

ろ、県内でミニトマトを栽培するＡ農園が参入を希望した。

② 地区の地権者を対象にした説明会を重ねて貸借期間や賃料を統一することとし、区役員、

農業委員・農地利用最適化推進委員、人・農地プラン関係者が地権者と個別に協議した結果、

全地権者の意向が固まり、産地化が決定した。

③ A農園と協議しながら、農地耕作条件改善事業を実施し、農地バンクが地権者52人が所

有する102筆の農地を一団地に集約したことで、高収益作物であるキウイフルーツへ転換さ

れ、地域ブランド化への取組の後押しとなった。

✓ 遊休農地 4.6haを解消

✓ 地権者52人の所有する102筆・

7.3haを１団地に集約化

✓ 出し手の声：「承継先を探してい

たが担い手に引き継ぐことができ

た。」

農地バンク
活用面積

借入面積 7.3ha

転貸面積 7.3ha

新規集積面積 7.3ha

地区内農地面積 7.3ha

取組の内容

中山間地域に位置する戦前に開墾された畑で、昭和40年代まで桃が栽培され、その後、柿

への転換が図られたが農家の高齢化とともに果樹栽培が一部残るものの遊休農地が増加して

いた。

地区の概要

バンク活用前 バンク活用後

基盤整備

【地区全景】

中山間 地域協議

経営転換協力金活用

遊休農地

集約化

A農園

令和

元年度⑥三重県玉城町原地区

「取組のポイント」

✓ 次郎柿栽培をやめた遊休農地を集積・集約し、キウイフルーツの持続的な生産を目指す

✓ 農業委員・最適化推進委員、人・農地プランの関係者が連携して集落内での合意を形成

平成30年 令和元年

集積面積・集積率 0.0ha(0%) 7.3ha(100%)

遊休農地面積 4.6ha 0.0ha

取組の成果

た ま き ち ょ う は ら



飼料の自家生産をめざす地域の畜産法人に牧草栽培用の水田を集積

① 畜産法人に牧草刈取機の導入（補助事業を活用）を提案し、牧草地20haを確保する目標を立て

たことを契機に、効率よく短期間で出し手を探す方策として、農地バンク事業の活用を検討。

② 水利組合長、農事改良組合長が中心となり、地区内の農業者を集めて話合いを行い、市、農地

バンクが同席して事業説明や事例紹介等を実施した。農業委員や推進委員も戸別訪問等を通じて

農地バンク事業を地域に広め、担い手への農地集積の合意形成につなげた。

③ 農地バンクを通じて貸し付けた農業者の話を伝え聞いて、貸出希望者からの相談が市や農業委

員に多く寄せられ、貸付面積がさらに増加した結果、20ha以上の農地が畜産法人に集積された。

✓ 受け手の畜産法人は規模

拡大に伴い、播種機等も

導入し作業を効率化

✓ 農地集積の機運が高まり、

地元の農事組合法人（水

田作）への貸付も増加

取組の内容

市南部の中山間に位置し、水稲や施設野菜が栽培されている地域だが、ほ場整備が進んでおらず、

小区画な農地が多い。また、農家の高齢化が進み、経営の継承等が課題となっていた。

地区の概要
取組の成果

【 牧草収穫の様子 】

：畜産法人に集積された農地

中山間 地域協議

岐阜県

農地バンク
活用面積

借入面積 55.7ha

転貸面積 55.7ha

新規集積面積 55.7ha

地区内農地面積 220.7ha

バンク活用後バンク活用前

平成30年 令和２年

集積面積・集積率 22.5ha(10.2%) 66.5ha(30.1%)

平均経営面積 3.75ha/経営体 8.31ha経営体

令和

２年度⑦岐阜県山県市伊自良地区

「取組のポイント」

✓ 水管理に労力がかかり水稲作付をやめようとしていた水田を牧草栽培に活用

✓ 地域の畜産法人が農地バンク事業を活用し３年間で29.5haの農地を集積

や ま が た し い じ ら



「地域まるっと中間管理方式」により地域の農地を個人の担い手に集積

① 人・農地プランの実質化の取組を通じて、地域の現状・課題を共有し、将来の姿をみんなで話合

い、地域の合意に基づき、地域で守るべき農地を一括して農地バンクに貸し出すこととした。

② 農地バンクは地域の担い手に約39haを貸し付け、当面、自作を希望する農業者については、担

い手と特定農作業受委託契約を結んで耕作が続けられるようにした。

③ 農地バンクに貸付けして交付される「地域集積協力金」は、土地改良事業（用排水施設改修）の

費用（地元負担金）に充当することとしている。

✓ 地域集積協力金が交付され、

新たな土地改良事業や法人

化への機運が醸成された

✓ 地域がまとまって農地バン

ク事業を利用し、荒廃農地

化を防ぐ足がかりができた

取組の内容

市北部の標高550～600mの中山間に位置し、地区内の農地55haのうち34haは昭和40年代のほ場

整備。後継者の不在や畦畔の草刈り等の負担が大きいなど課題が多く、農地の維持が困難となってい

た。

地区の概要 取組の成果

担い手への集積状況（バンク活用後）

【 菅沼地区の遠景 】

中山間 地域協議

愛知県

新城市

農地バンク
活用面積

借入面積 38.6ha

転貸面積 38.6ha

新規集積面積 7.7ha

地区内農地面積 54.7ha

令和

２年度⑧愛知県新城市菅沼地区

「取組のポイント」

✓ 人・農地プランの作成を通じて将来の姿を話合い、農地バンクに一括して貸付け

✓ 地域集積協力金を有効活用し、土地改良事業の地元負担金に充当

令和元年 令和２年

集積面積・集積率 30.9ha(56.5%) 38.6ha(70.6%)

平均経営面積 0.8ha/経営体 1.8ha経営体

し ん し ろ し す が ぬ ま



「担い手を逃がすな！」を合言葉に担い手への集積・集約化を実現

① 農地調査、アンケート、戸別面談で明らかになった後継者不足を契機に、自治会に農業部会を

設立し、地区の抱える課題を全戸で共有し、将来も安心できる体制の構築に向けて話合いを開始

した。

② 話合いの結果、地区主導で担い手を確保することとし、水系別にゾーニングすることを基本方

針として、農地バンク事業の活用を決定。農業部会が中心となり、地権者の意向確認や担い手と

の交渉など土地利用調整全般を行い、担い手への集積・集約化に取り組んだ。

③ 話合いを繰り返しながら農地の再配分を行った結果、令和３年３月、２人の担い手へのゾーニ

ングが完了し、農地の効率的な集約を実現している。

✓ 水系別のゾーニングや畦畔

除去により担い手の効率経

営を実現

✓ 地域米のブランド化への取

組に着手

✓ バラバラだった地代を統一

農地バンク
活用面積

借入面積 13.2ha

転貸面積 13.2ha

新規集積面積 8.0ha

地区内農用地面積 20ha

取組の内容

取組の成果

【 中ノ村地区全景 】

市西部の周囲を山に囲まれた中山間地域で水稲を中心とした地域。高齢化や後継者不足、不在地

主の急増に将来への不安が高まっていた。

地区の概要

中山間 地域協議 集約化

写真

図面・空中写真 図面・空中写真

三重県

バンク活用後バンク活用前

令和

２年度⑨三重県津市中ノ村地区

「取組のポイント」

✓ 中ノ村自治会に農業部会を設立し、農地バンク事業を強力に推進

✓ 水系別にゾーニングし、担い手の効率経営を実現

平成27年度 令和２年度

集積面積・集積率 5.2ha(26%) 13.2ha(66.0%)

平均経営面積 2.6ha/経営体 6.8ha/経営体

平均団地面積 0.3ha/団地 2.3ha/団地

つ し な か の む ら


